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河内長野市要綱第４７号 

河内長野市の契約からの暴力団排除措置要綱  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、河内長野市暴力団排除条例（平成２６年河内長野市

条例第２２号。以下「条例」という。）第７条から第９条までの規定に

基づき、本市が締結する公共工事等の契約（以下「本市契約」という。）

から暴力団員及び暴力団密接関係者を排除するために必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) 公共工事等 条例第２条第５号に規定する公共工事等をいう。 

(2) 暴力団 条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。 

(3) 暴力団員 条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。 

(4) 暴力団密接関係者 条例第２条第３号に規定する暴力団密接関係

者をいう。  

(5) 役員等 河内長野市暴力団排除条例施行規則（平成２６年河内長野

市規則第３５号。以下「規則」という。）第３条第５号アからエまで

に規定する者をいう。 

(6) 入札参加資格 公共工事等における地方自治法施行令（昭和２２年

政令第１６号）第１６７条の５に基づく一般競争入札の参加資格及び

同令第１６７条の１１に基づく指名競争入札の参加資格をいう。 

(7) 入札参加資格者 条例第２条第６号に規定する入札参加資格者を
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いう。  

(8) 下請負人等 条例第７条各号に規定する者をいう。 

（入札等排除措置等） 

第３条 市長は、条例第８条の規定に基づき、入札参加資格者が別表各号

に掲げる措置要件のいずれかに該当すると認めるときは、それぞれ同表

に定める期間において、当該入札参加資格者を本市契約から排除する措

置（以下「入札等排除措置」という。）を行うものとする。 

２ 前項の規定は、入札参加資格の登録を正当な理由なく取り下げ、かつ、

当該登録を取り下げた日から１年を経過しない者（以下「登録取下げ者」

という。）についても適用する。この場合において、別表中「入札参加

資格者」とあるのは「登録取下げ者」と読み替えるものとする。 

３ 市長は、前２項の規定に基づき入札等排除措置を行った入札参加資格

者又は登録取下げ者（以下「入札等排除者」という。）について、当該

措置に係る別表に定める期間が経過し、かつ、当該入札等排除者から書

面による入札等除外措置の解除の申請があり、同表のいずれの措置要件

にも該当する事実がないと認めるときは、当該入札等排除措置を解除等

するものとする。 

４ 市長は、前項の場合において、当該申し出に係る入札等排除者が別表

に掲げるいずれの措置要件にも該当する事実がないことを証明する書

面等の提出を、当該入札等排除者に対して求めることができる。 

５ 市長は、第１項及び第２項の規定により入札等排除措置を行ったとき

は、当該措置に係る別表に定める期間、当該措置を受けた者の商号又は

名称、所在地、措置の内容その他必要な事項を公表することができるも
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のとする。 

（注意喚起） 

第４条 市長は、前条に定めるもののほか、この要綱の趣旨に照らし、必

要があると認めるときは、入札参加資格者又は登録取下げ者に対し、必

要な措置をとるべきことを注意喚起するものとする。 

（一般競争入札からの排除） 

第５条 市長は、公共工事等の一般競争入札を実施する場合は、条例第８

条第１項第２号の規定に基づき、入札等排除者を入札に参加させないも

のとする。 

２ 市長は、前項の入札後に、本市契約の相手方（以下「契約相手方」と

いう。）が入札等排除措置を受けたときは、当該契約相手方の入札行為

を無効とし、又は契約の締結を行わず、若しくは解除するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により入札行為を無効としたとき、契約の締結を

行わないとき又は契約を解除したときは、速やかに当該契約相手方に通

知するものとする。 

４ 前３項の規定は、せり売りを行う場合について準用する。 

（指名競争入札からの排除） 

第６条 市長は、公共工事等の指名競争入札を実施する場合は、条例第８

条第１項第２号の規定に基づき、入札等排除者を指名しないものとする。 

２ 市長は、公共工事等の指名競争入札の指名をした後に、契約相手方が

入札等排除措置を受けたときは、当該契約相手方の指名を取り消し、入

札行為を無効とし、又は契約の締結を行わず、若しくは解除するものと

する。 
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３ 市長は、前項の規定により指名を取り消したとき、入札行為を無効と

したとき、契約の締結を行わないとき又は契約を解除したときは、速や

かに当該契約相手方に通知するものとする。 

（随意契約からの排除） 

第７条 市長は、公共工事等の随意契約を実施する場合は、次に掲げる者

を契約相手方としないものとする。 

(1) 入札等排除者 

(2) 入札参加資格の有無にかかわらず、警察から暴力団員又は暴力団密

接関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当する旨の通報等を受

けた当該通報に係る者 

２ 市長は、公共工事等の随意契約を締結した後に、契約相手方が入札等

排除措置を受けたときは、当該契約相手方との契約を解除することがで

きる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、当該契約の性質又は目的により第１項各

号に掲げる者を契約の相手方とする公益上の合理的な理由がある場合

は、この限りでない。 

（下請負契約等からの排除） 

第８条 市長は、条例第８条第１項第７号に基づき、契約相手方が、前条

第１項各号に掲げる者を下請負人等とすることを承認しないものとす

る。 

２ 市長は、契約相手方が、前条第１項各号に掲げる者を下請負人等とし

ていることを認めた場合は、当該契約相手方に対し、当該下請負契約等

を解除するよう求めるものとする。 
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３ 市長は、契約相手方が、前項の解除の求めを拒否した場合は、当該契

約相手方との契約を解除するものとする。 

（共同企業体への適用） 

第９条 第３条及び第５条から前条までの規定は、入札等排除者を構成員

とする共同企業体について適用する。 

（契約の解除） 

第１０条 市長は、条例第８条第１項第６号又は第７号の規定に基づき、

契約相手方が入札等排除措置を受けた場合に、当該契約の解除ができる

よう、本市契約の締結に当たって当該契約書に暴力団排除条項を盛り込

むとともに、当該契約相手方に対し、下請負人等との契約締結に当たっ

て暴力団の排除に関する条項を盛り込むよう指導するものとする。 

（誓約書の徴収等） 

第１１条 市長は、条例第８条第２項の規定に基づき、契約相手方及びそ

の下請負人等から、これらの者が暴力団員等でないことを表明した誓約

書（様式第１号・様式第２号・様式第３号）を徴収し、本市に提出する

よう求めるものとする。ただし、本市契約（下請負人等との契約を含む。）

のうち契約金額が５００万円未満（消費税及び地方消費税を含む。）の

場合は、この限りでない。 

２ 市長は、前項に規定する誓約書を提出した契約相手方又はその下請負

人等が暴力団員等と認めるとき（第３条の規定に基づき入札等排除措置

を行う場合を除く。）は、当該誓約に違反する者の商号又は名称、所在

地、代表者の氏名、違反の内容その他必要な事項を、次に定める期間公

表することができるものとする。 
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(1) 暴力団員又は役員等のうち暴力団員がいる事業者に該当すると認 

められる場合 当該認定をした日から２年 

(2) 規則第３条各号に掲げる者（前号に該当する事業者を除く。）に該

当すると認められる場合 当該認定をした日から１年 

３ 市長は、契約相手方が第１項に規定する誓約書を提出しないときは、 

当該契約相手方との契約を締結しないものとする。 

４ 市長は、第１項に規定する誓約書を提出しなかった入札参加資格者に

対し、河内長野市建設工事等指名停止要綱（平成１３年河内長野市要綱

第５１号）に基づき、指名停止措置を行うものとする。 

（出資団体等への要請） 

第１２条 市長は、第３条の規定により入札等排除措置を行ったときは、

市が出資する法人及び公の施設の管理を行わせている指定管理者（地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者をいう。）に対して、所管課長を通じて同様の措置を行うよう

要請するものとする。 

（不当介入等に対する措置） 

第１３条 市長は、契約相手方及び下請負人等が、当該契約の履行に当た

って、暴力団員等から条例第９条第１項に規定する不当介入を受けたと

きは、同条第２項の規定に基づき、市に報告を求めるとともに、警察へ

の届出を行うように指導するものとする。 

２ 市長は、契約相手方又は下請負人等が前項に規定する不当介入を受け、

適切に報告及び届出が行われている場合にあって、本市契約の履行につ

いて遅延等が生じるおそれがあると認められるときは、必要に応じて、
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工程の調整及び工期の延長等の措置を講ずるものとする。 

（関係機関との連携） 

第１４条 市長は、この要綱の運用にあたっては、警察等捜査機関との密

接な連携のもとに行うものとする。 

２ 市長は、警察等捜査機関以外の関係官公庁及びその他の機関等から、

暴力団員等に関する情報提供があったときは、警察等捜査機関に確認を

求めるものとする。 

（入札等排除者の通知等） 

第１５条 市長は、第３条第１項の規定による入札等排除措置、同条第３

項の規定による入札排除措置の解除又は第４条の規定による注意喚起

をしたときは、遅滞なく、当該措置の対象者に通知するものとする。 

（委員会の設置） 

第１６条 本市契約からの暴力団の排除を審議するため、本市に河内長野

市暴力団排除措置委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 市長は、第３条第１項の規定による入札等排除措置、同条第３項の規

定による入札排除措置の解除等、第４条の規定による注意喚起その他必

要な事項について、委員会の審議を経て決定するものとする。 

（委員会の組織） 

第１７条 委員会は、河内長野市請負業者等選定委員会規程（昭和５５年

河内長野市規程第５号）第４条第１項に規定する河内長野市請負業者等

選定委員会の委員長及び委員の職にある者をもって構成するものとす

る。 

２ 委員会に委員長を置き、総務部担当副市長をもって充てるものとする。 
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３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理するものとする。 

４ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員

長が指名する委員がその職務を代理するものとする。 

（委員会の会議） 

第１８条 委員会の会議は、必要に応じて、委員長が招集し、委員長はそ

の議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の３分の２以上で決定するものとする。 

４ 委員会は、委員会の会議に警察等捜査機関その他の機関の出席を求め、

その意見を聴くことができる。 

５ 委員長は、委員会の審議結果を市長に報告するものとする。 

（委員会の庶務） 

第１９条 委員会の庶務は、別に定める部署において処理する。 

（補則） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、本市契約からの暴力団等の排除

措置に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 

（河内長野市建設工事等暴力団対策措置要綱の廃止） 

２ 河内長野市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成２３年河内長野市要

綱第３４号）は、廃止する。 
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別表（第３条関係） 

号 措置要件 期間 

１ 入札参加資格者及びその役員等が、暴力

団員であると認められるとき。 

当該認定をした日から

２年を経過し、かつ、改

善されたと認められる日

まで 

２ 入札参加資格者及びその役員等が、自己、

自社若しくは第三者の不正な利益を得る目

的又は第三者に損害を与える目的で、暴力

団員を利用したと認められるとき。 

当該認定をした日から

１年を経過し、かつ、改

善されたと認められる日

まで 

３ 入札参加資格者及びその役員等が、名義

のいかんを問わず暴力団員に対して、金銭、

物品その他の財産上の利益を不当に与えた

と認められるとき。 

４ 入札参加資格者及びその役員等が、暴力

団又は暴力団員と飲食や旅行を共にするな

ど、社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

５ 入札参加資格者及びその役員等が、前各

号の措置要件に該当する業者と知りなが

ら、下請負契約、原材料購入契約その他の

契約を締結したと認められるとき。 

 



【元請用】 

様式第１号（第１１条関係） 

  年  月  日 

河 内 長 野 市 長  様 

 

所  在  地 

商号又は名称 

 代表者職氏名                  使用印 

（支店等の契約の場合は、受任者職氏名を記入）         

 

誓 約 書 

 

私は、河内長野市が河内長野市暴力団排除条例に基づき、公共工事等により暴力団を利す

ることとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約から排除しているこ

とを承知したうえで、下記の事項について誓約します。 

 

（工事、業務又は物品の名称） 

                                        

 

１ 私は、上記の公共工事等を受注するに際して、暴力団員又は河内長野市暴力団排除条例

施行規則第３条各号に掲げる者（以下「暴力団密接関係者」という。）のいずれにも該当

しません。 

２ 私は、暴力団員又は暴力団密接関係者の該当の有無を確認するため、河内長野市から役

員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。 

３ 私は、本誓約書及び前号の役員名簿等が河内長野市より大阪府河内長野警察署又は大阪

府警察本部へ提供されることに同意します。 

４ 私は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する事業者であると河内長野市が大阪府河

内長野警察署又は大阪府警察本部から通報を受け、又は河内長野市の調査により判明した

場合には、河内長野市暴力団排除条例第８条第３項及び河内長野市の契約からの暴力団排

除措置要綱第１１条第２項の規定に基づき、その旨を公表することに同意します。 

５ 私が、河内長野市暴力団排除条例第７条各号に規定する下請負人等と契約をする場合は、

これらの者（ただし、契約金額が５００万円（税込）未満のものは除く。）から誓約書を

徴収し、当該誓約書を河内長野市に提出します。 

６ 私が、契約する下請負人等が、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する事業者である

と河内長野市が大阪府河内長野警察署又は大阪府警本部から通報を受け、又は河内長野市

の調査により判明して、河内長野市から下請負契約の解除又は第二次以降の下請負にかか

る契約等の解除の指導を受けた場合は、速やかに指導に従います。  

以上 



【下請用】 

様式第２号（第１１条関係） 

  年  月  日 

河 内 長 野 市 長  様 

 

所  在  地 

商号又は名称 

 代表者職氏名                  契約印 

 

誓 約 書 

 

私は、河内長野市が河内長野市暴力団排除条例に基づき、公共工事等により暴力団を利す

ることとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約から排除しているこ

とを承知したうえで、下記の事項について誓約します。 

（工事、業務又は物品の名称） 

                                        

（契約の相手方の所在地、商号又は名称） 

                                         

１ 私は、上記の公共工事等を受注するに際して、暴力団員又は河内長野市暴力団排除条例

施行規則第３条各号に掲げる者（以下「暴力団密接関係者」という。）のいずれにも該当

しません。 

２ 私は、暴力団員又は暴力団密接関係者の該当の有無を確認するため、河内長野市から役

員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。 

３ 私は、本誓約書及び前号の役員名簿等が河内長野市より大阪府河内長野警察署又は大阪

府警察本部へ提供されることに同意します。 

４ 私は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する事業者であると河内長野市が大阪府河

内長野警察署又は大阪府警察本部から通報を受け、又は河内長野市の調査により判明した

場合には、河内長野市暴力団排除条例第８条第３項及び河内長野市の契約からの暴力団排

除措置要綱第１１条第２項の規定に基づき、その旨を公表することに同意します。 

５ 私が、河内長野市暴力団排除条例第７条各号に規定する下請負人等と契約をする場合は、

これらの者（ただし、契約金額が５００万円（税込）未満のものは除く。）から誓約書を

徴収し、当該誓約書を河内長野市に提出します。 

６ 私が、契約する下請負人等が、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する事業者である

と河内長野市が大阪府河内長野警察署又は大阪府警本部から通報を受け、又は河内長野市

の調査により判明して、河内長野市から下請負契約の解除又は第二次以降の下請負にかか

る契約等の解除の指導を受けた場合は、速やかに指導に従います。  

以上 



【売払い等用】 

様式第３号（第１１条関係） 

  年  月  日 

河 内 長 野 市 長  様 

 

所  在  地 

商号又は名称 

 代表者職氏名                  契約印 

 

誓 約 書 

 

私は、河内長野市が河内長野市暴力団排除条例に基づき、公共工事等（不動産・物品等の

売払い・貸付け等）により暴力団を利することとならないように、暴力団員及び暴力団密接

関係者を入札、契約から排除していることを承知したうえで、下記の事項について誓約しま

す。 

（契約又は物件の名称） 

                                        

１ 私は、上記の公共工事等（不動産・物品等の売払い・貸付け等）を契約するに際して、

暴力団員又は河内長野市暴力団排除条例施行規則第３条各号に掲げる者（以下「暴力団密

接関係者」という。）のいずれにも該当しません。 

２ 私は、暴力団員又は暴力団密接関係者の該当の有無を確認するため、河内長野市から役

員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。 

３ 私は、本誓約書及び前号の役員名簿等が河内長野市より大阪府河内長野警察署又は大阪

府警察本部へ提供されることに同意します。 

４ 私は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する事業者であると河内長野市が大阪府河

内長野警察署又は大阪府警察本部から通報を受け、又は河内長野市の調査により判明した

場合には、河内長野市暴力団排除条例第８条第３項及び河内長野市の契約からの暴力団排

除措置要綱第１１条第２項の規定に基づき、その旨を公表することに同意します。 

 

以上 
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